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令和６年度第1回地域福祉計画推進市民委員会　資料４

地域福祉計画へのプログラム評価導入に向けたロジックモデル（案）

計画名：

対象：

地域福祉計画の関連分野： 基本施策２　子どもから大人まで地域ぐるみで「健幸」を目指す　施策（1）健康づくり・生きがいづくり

資源

（インプット）

活動

（アクティビティ）

初期成果

（初期アウトカム）

最終成果

（最終アウトカム）

予算
フレイル予防の普及啓

発
TFPPの実施 TFPPに市民が参加する 介護予防教室に市民が参加する 通いの場の参加率の向上 フレイルリスクの低下 健幸寿命の延伸

高齢者が住み慣れた地

域でいきいきと安心し

て住み続けられるまち

づくり

実施回数 参加人数 参加人数 通いの場の参加率 実態調査（リスク判定） 新規要介護認定率

介護予防リーダー等として

担い手になる

介護予防リーダー等の数

介護予防・日常生活支援総合

事業を利用する

事業利用者数

予算 介護予防事業の周知 介護予防活動の情報発信 市民が情報を入手する 主観的幸福度の向上

発信件数

（発信のチャンネル数？）
事業の参加人数 実態調査（幸福度）

予算 デジタルデバイド対策 スマホ体験会・相談会の実施 市民が参加する

スマホで情報を

取得できるようになる

（QRコード読み取り等）

実施回数 参加人数 専用ページへのアクセス数

結果

（アウトプット）

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

基本目標１健幸寿命を延伸する　１．健康づくり・フレイル予防・介護予防の推進　（２）フレイル予防の推進

中間成果

（中間アウトカム）

【修正済】

参加人数のうち、

①担い手になる人（元気高齢者）、②地域介護予防教室に参加対象となる人

③包括等につながる人がいる。よって、類型別のロジックが必要。

【検討中】

新規要介護認定率の低下要因は多岐にわたり、

効果測定が難しい。
【修正】

TFPPの実施→地域介護予防教室への参加という事業

の流れから、アウトプットとして、地域介護予防

教室への参加を追加することを検討。

事業目的、対象者、ゴールを明確化する必要。

【検討中】

主観的健康度、社会参加と主観的幸福度の向上、

主観的幸福度と寿命とは相関性が明らかであるた

め、主観的幸福度の向上に向けたロジックを検討

していくとよいのではないか。



地域福祉計画へのプログラム評価導入に向けたロジックモデル（案）

計画名：

対象：

地域福祉計画の関連分野：基本施策６ 多様な支援を推進する　施策（６）多様性の尊重とユニバーサルデザイン

資源

（インプット）

活動

（アクティビティ）

結果

（アウトプット）

初期成果

（初期アウトカム）

最終成果

（最終アウトカム）

予算（業務委託） ひとときの和

社協への業務委託

「ひとときの和」の参加人数または参加学校数

の増加

小中学生への障がい者への理解が浸

透する
市民の障害理解・差別解消が進む 障がい者の社会参加の促進

障害があっても差別される

ことなく安心して生活をお

くれる

ひとときの和参加者へのアンケ―ト
評価方法：①7期障害福祉計画終了前のアンケート

②多摩市世論調査「多摩市は障がい者が安心して暮らせるまちだと思いますか」

評価方法：7期障害福祉計画終了前のアンケート（外出状

況「設問２０」）

予算（業務委託） 福祉体験授業

社協への業務委託

「福祉体験授業」の参加人数または参加学校数

の増加

予算・人員
こころつなぐはんどぶっく

の配布

こころつなぐはんどぶっく（わかりやすい版）

の配布数の増加

予算・人員 講演会
令和６年度（予定）平和人権課との映画上映の

参加人数の増加

大人への障がい者への理解が浸透す

る

評価方法：参加者にアンケート？

予算（業務委託） 美術展 美術展の来場者数の増加

予算・人員 合理的配慮助成事業 合理的配慮助成件数の増加
障がい者の外出時の支障が少なくな

る
障がい者の外出の促進

評価方法：7期障害福祉計画終了前のアンケート（外出時に困ることのハード面の

減少「設問２1.22」）

予算・人員 移動支援事業 移動支援事業の利用者数の増加

多摩市障がい者（児）福祉計画

施策6　共生社会（インクルーシブ社会）に向けたまちづくり　（１）差別解消および障害理解、啓発の取り組みの推進

中間成果

（中間アウトカム）

【検討中】

アンケート結果の数値上改善されている場合でも、

障がい者イコール社会的弱者という認識を生んで

いる恐れがある。負の側面に配慮した指標設定が

必要。

【検討中】

評価指標として正しいかどうか。

【修正済】

外出の促進には、合理的配慮だけでなく、移動支援

等も含まれるため追記


